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病院で診療・投薬を受けるときなどの医療費を

助成します。 

■対 象 

原則、区内に住所があり、健康保険に加入してい

る方で、次の①～④のいずれかに該当する方 

① 身体障害者手帳１・２級 

② 身体障害者手帳３級の内部障がい(※） 

③ 愛の手帳１・２度 

④ 精神障害者保健福祉手帳1級 

※ 心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸・ヒト免疫

不全ウイルスによる免疫・肝臓機能障がい 

■助成制限 

次の①～⑥のいずれかに該当する方は､助成を

受けられません。 

① 本人または扶養義務者の所得が基準額を超
えている方 

② 生活保護法による医療扶助を受けている方 

③ 公費により医療費がまかなわれている施設
に入所している方 

④ 65歳以上で初めて手帳を取得した方 

⑤ 申請するときの年齢が65歳以上である方 

※ 助成を受けられる場合もあります。 

⑥ 後期高齢者医療被保険者証をお持ちの方で
住民税が課税の方 

 

 

■助成内容 

・ 医療費助成の申請をして、認定された方に
は、東京都がマル障受給者証を交付します。

健康保険証とマル障受給者証を医療機関の

窓口に提示すると、医療費（保険診療分）の

自己負担分が次のとおり軽減されます。 

区民税課税世帯 1割負担（2割を助成） 

区民税非課税世帯 窓口負担なし(全額助成) 

・ 区民税課税世帯の方は、自己負担上限月額
が設定されます。保険適用後の医療費につ

いて、自己負担上限月額を上回ったときは、

その超えた分が全額助成されます。 

・ ただし、入院時の食事療養費・生活療養費
（いずれも標準負担額相当）は、原則として

自己負担です。 

■手 続 き  次の①～③をお持ちください。 

① 身体障害者手帳、愛の手帳または精神障害
者保健福祉手帳 

② 健康保険証 

③ 区外からの転入者は、前住所の区市町村で
発行した住民税課税（非課税）証明書（20歳

未満の方は被保険者または世帯主の証明書） 

■問い合わせ先 

障がい者福祉課 給付係 

電話 3463-1924  FAX ５４５８-４９３５ 

 

 

特定疾病療養受療証と健康保険証を医療機関

の窓口に提示すると、医療費の自己負担限度額

が、１つの医療機関につき月1万円(慢性腎不全

で人工透析を必要とする方のうち、70歳未満で

基準所得額が600万円を超える世帯は2万円)

までに軽減されます。 

（健康保険の高額療養費制度） 

■対象疾病 

・ 人工透析が必要な慢性腎不全 

・ 血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固
第8因子障害または第9因子障害（血友病） 

・ 抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全
症候群（血液凝固因子製剤の投与に起因する

HIV感染症） 

医 療 

心身障害者（児）医療費助成（都の制度） ○障受給者証 

特定疾病療養受療証の交付 
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■適用開始日 

申請月の１日（月の途中で国民健康保険に加入

した方は、加入した日）から適用されます。 

■手 続 き 

次の①～⑥の書類をご持参のうえ、国民健康保

険課給付係まで申請してください。様式は区の

ホームページで公開しています。 

① 特定疾病認定申請書 

② 医師の意見書または診断書 

③ 交付対象となる被保険者の保険証の写し 

④ 世帯主および交付対象となる被保険者のマ
イナンバー（個人番号）が確認できるもの 

⑤ 窓口で申請する方の本人確認書類 

⑥ 区外からの転入者は、前住所の区市町村で
発行した住民税課税（非課税）証明書 

 

 

 

 

■注意事項 

・ 同一世帯の中に一人でも所得不明の人がい
ると、自己負担限度額は月2万円になってし

まうので、所得がない場合でも、必ず税の申

告をしてください。 

・ 国民健康保険等で受療証の交付を受けてい
た方が、後期高齢者医療制度に加入するとき

には、再度受療証の申請が必要です。 

■医療費助成の対象です 

受療証の交付後、障がい者福祉課給付係に特殊

医療費助成の申請をすると、「マル都医療券」の

交付を受けることができます。受療証とあわせ

てマル都医療券を医療機関の窓口に提示すると、

さらに1万円の助成が受けられ、窓口負担が0円

（自己負担限度額が2万円の方は1万円）になり

ます。詳しくは、３９ページをご参照ください。 

■問い合わせ先 

国民健康保険課 給付係 （区役所本庁舎6階） 

電話 3463-1776  FAX 5458-4940 

 

 

 

認定された疾病の診療を受けるときの医療費

を助成します。 

■対 象  次のすべてに該当する方 

① 別表（１５９～160ページ）の難病等にり患し

ている方 

※ 生活保護受給中の方は、一部対象外と
なる疾病があります。 

※ 国の制度では338疾病が助成の対象と

して指定されています（指定難病）。東京

都では、指定難病に加えて、独自に8疾

病を医療費助成の対象としています。 

② 疾病ごとの認定基準を満たす方 

 

 

 

 

 

 

■助成内容 

・ 医療費助成の申請をして、認定された方に
は、東京都が受給者証等を交付します。健康

保険証と受給者証等を医療機関の窓口に提

示すると、医療費等の３割を自己負担して

いる方は、負担割合が２割に軽減されます。 

・ 所得などに応じて、自己負担上限月額が設
定されます。保険適用後の医療費について、

自己負担上限月額を上回ったときは、その

超えた分が全額助成されます。 

・ ただし、入院時の食事療養費・生活療養費
（いずれも標準負担額相当）は、原則として

自己負担です。 

■問い合わせ先 

障がい者福祉課 給付係 

電話 3463-1924  FAX ５４５８-４９３５ 

難病等医療費助成 

難病医療費助成を受給中の方が利用できる

サービスについて、次のページの最初で紹介

しています。 
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特殊医療費助成の申請をして、認定された方には、東京都がマル都医療券を交付します。（難病等医療

費助成とは、助成内容・必要書類が異なります。） 健康保険証、マル都医療券、特定疾病療養受療証を

医療機関の窓口に提示することにより、次のような助成を受けることができます。 

項 目 内 容 必 要 書 類 

人工透析を

必要とする

腎不全への

医療費助成 

特定疾病療養受療証とあわせてマル都

医療券を提示すると、１医療機関ごとに

月額１万円を限度に助成が受けられ、窓

口負担額が０円(自己負担額が２万円の

方は１万円）になります。 

① マイナンバー（個人番号）が確認できるもの 

② 本人確認書類 

③ 健康保険証の写し 

④ 特定疾病療養受療証（37ページ）の写し 

先天性血液

凝固因子欠

乏症等への

医療費助成 

保険適用後の医療費の自己負担分のう

ち、対象疾病に係る診療・調剤費を全額

助成します。 

① 主治医による診断書 

② マイナンバー（個人番号）が確認できるもの 

③ 本人確認書類 

④ 健康保険証の写し 

⑤ 特定疾病療養受療証（37ページ）の写し 

［第8因子欠乏症（血友病A）、第9因子欠乏症

（血友病B）、血液凝固因子製剤投与に起因する

HIV感染症の方のみ］ 

■問い合わせ先 

○ 申請窓口 

障がい者福祉課 給付係 

電話 3463-1924  FAX ５４５８-４９３５ 

○ 制度についての問い合わせ先 

東京都福祉保健局 保健政策部 疾病対策課 

疾病対策担当 電話 5320-4471 

 

 

後期高齢者医療制度は、75歳以上の方を対象とした医療保険ですが、65歳～74歳で次の①～④に

掲げる一定の障がいがある方は、申請により、後期高齢者医療制度に加入できます。 

① 障害年金（1・2級）受給者 

② 身体障害者手帳（1～4級。4級は下肢障がいの一部と音声・言語機能障がいに限る。） 

③ 愛の手帳（1・2度） 
④ 精神障害者保健福祉手帳（1・2級） 
加入することで、医療費の自己負担の割合や保険料額が軽減される場合があります。 

詳しくはお問い合わせください。 

■問い合わせ先  国民健康保険課 高齢者医療係 （区役所本庁舎6階） 

電話 3463-1897  FAX 5458-4940 

[ 難病医療費助成を受給中の方が利用できるサービス ] 

難病医療費助成の対象となる方は、次のサービスを受けることができます。 

＊ 障害者総合支援法によるサービス（9ページ） 
＊ 心身障害者福祉手当の支給（29ページ） 

＊ 補装具費（52ページ）、日常生活用具費（53ページ）、住宅設備改善費（57ページ）の支給 

＊ 紙おむつ購入費助成事業（59ページ） 

特殊医療費の助成（人工透析を必要とする腎不全・先天性血液凝固因子欠乏症等）○都医療券 

後期高齢者医療制度への加入 
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■内 容 

① 医療機器（吸引器・吸入器）の貸与 

② 訪問看護（貸与を受けている方には、ご希望
により、週1回を限度として、区と契約した看

護師を派遣します。） 

■対 象 

区内在住で、次のすべてに該当する方 

① 別表（１５９～160ページ）の難病等にり患し

ている方 

② 在宅療養において吸引器・吸入器を必要とさ
れている方 

③ 主治医の同意を得ている方 

■助成制限 

障害者総合支援法に基づく日常生活用具費の支

給（53ページ）など、他の行政サービスにより機

器を取得できる方は、原則対象外となります。 

■費 用   無 料 

■問い合わせ先 

○ 申請窓口 

障がい者福祉課 給付係 

電話 3463-1924  FAX ５４５８-４９３５ 

○ 制度についての問い合わせ先 

東京都福祉保健局 保健政策部 疾病対策課 

在宅難病事業担当 電話 5320-4477 

 

 

 

在宅で人工呼吸器を使用している難病の方が、

医療保険で定められた回数を超えて行う訪問看

護を受けられるよう、東京都が訪問看護ステー

ション等に業務を委託し、訪問看護を実施します。 

■対 象 

区内在住で、次のすべてに該当する方 

① 別表（１５９～160ページ）の難病等にり患し

ている方 

② その疾病を主たる要因として、在宅で人工呼

吸器を使用している方 

③ 医師が1日複数回の訪問看護を必要と認めた方 

■問い合わせ先 

○ 申請窓口 

障がい者福祉課 給付係 

電話 3463-1924  FAX ５４５８-４９３５ 

○ 制度についての問い合わせ先 

東京都福祉保健局 保健政策部 疾病対策課 

在宅難病事業担当 電話 5320-4477 

 

 

 

 

 

 

病院で診療を受けるときなどの医療費を助成

します。 

■対 象 

区内在住で、東京都が指定する肝臓専門医療

機関で、Ｂ型・Ｃ型肝炎の根治を目的とするイン

ターフェロン治療またはＢ型肝炎の核酸アナロ

グ製剤治療、C型肝炎のインターフェロンフリー

治療を要すると診断された方 

■助成内容 

医療保険の自己負担分の一部 

 

■対象治療 

[ Ｂ型ウイルス肝炎 ] 

・ インターフェロン治療(インターフェロン製剤、

ペグインターフェロン製剤による治療) 

・ 核酸アナログ製剤治療 

[ Ｃ型ウイルス肝炎 ] 

・ インターフェロン治療 

・ インターフェロンフリー治療 

■問い合わせ先 

地域保健課 地域医療係 （区役所本庁舎7階） 

電話 3463-2433  FAX 5458-4978 

在宅難病患者医療機器貸与・訪問看護（都の制度） 

在宅人工呼吸器使用難病患者訪問看護（都の制度） 

Ｂ型・Ｃ型ウィルス肝炎治療医療費助成（都の制度） 
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小児慢性特定疾病で病院にかかるときの医療費

を助成します。

■対 象

区内在住の18歳未満の方で、下記の小児慢性

特定疾病（＊）に該当する方(18歳に達した時点

で既に医療券の交付を受けている方は､20歳に

達するまで延長できます。)

■助成内容  医療保険の自己負担分の一部

■問い合わせ先

○ 申請窓口

地域保健課 地域医療係 （区役所本庁舎7階）

電話 3463-2433  FAX 5458-4978

○ 制度についての問い合わせ

東京都福祉保健局 少子社会対策部 家庭支援課

電話 5320-4375

■対 象

子どもと保護者の住所が区内にあり、健康保険

に加入している子ども（0歳～15歳到達後最初

の3月31日〈中学校卒業〉まで）

■助成内容

・ 保険内診療の自己負担分(通院・入院)

・ 入院時の食事療養費の定額自己負担分

■手 続 き

子どもの健康保険証をお持ちください。

医療証を発行します。

■助成制限

次のいずれかに該当する方は助成を受けられま

せん。

① 生活保護法による医療扶助を受けている方

② 児童福祉施設等に措置入所している方

③ 里親に委託されている方

■問い合わせ先

子ども青少年課 子育て給付係 （区役所本庁舎4階）

電話 3463-2558 ＦＡＸ 5458-4942

■対 象

精神障がいの治療のため、精神病院または精神

科病棟に入院している18歳未満の方（継続治療

の場合、20歳の誕生月の末日まで延長可能）

■助成内容

医療保険の自己負担分（食事代は本人負担）

詳しくは、都立中部総合精神保健センターのホー

ムページからご確認ください。

■問い合わせ先

○ 申請窓口

地域保健課 地域医療係 （区役所本庁舎7階）

電話 3463-2433  FAX 5458-4978

○ 制度に関する問い合わせ

都立中部総合精神保健福祉センター

事務室 精神障害者保健福祉手帳担当

電話 3302-7739 （ダイヤルイン）

FAX 3302-7231

子ども医療費助成

小児精神障害者の入院医療費助成（都の制度）

小児慢性特定疾病の医療費助成（都の制度）

①悪性新生物  ②慢性腎疾患  ③   ④慢性心疾患（※）

⑤内分泌疾患  ⑥膠 原 病  ⑦糖 尿 病  ⑧先天性代謝異常  ⑨血液疾患

⑩免 疫 疾 患  ⑪神経・筋疾患  ⑫   ⑬染色体または遺伝子に変化を伴う症候群

⑭皮 膚 疾 患  ⑮骨系統疾患  ⑯脈管系疾患

※手術については、原則として育成医療（43ページ）の給付対象です。

＊助成対象となる小児慢性特定疾病
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ひとり親家庭等の保護者と対象児童に、病院で

診療を受けるときなどの医療費（保険内診療の

自己負担分）の一部を助成します。 

■対 象 

区内に住所があり、日本国内の健康保険に加入

している方で、１８歳に達した日以降の最初の３

月３１日までの児童（児童に中度以上の障がいが

ある場合は２０歳未満まで）が、次の①～⑦のい

ずれかの状態にあるとき、児童とその児童を養

育している父、母または養育者 

① 父または母が重度の障がいを有する。 
② 父母が離婚 

③ 父または母が死亡、または生死不明 

④ 父または母に1年以上遺棄されている。 

⑤ 父または母が裁判所からのＤＶ保護命令を
受けている。 

⑥ 父または母が法令により1年以上拘禁され

ている。 

⑦ 婚姻によらないで出産した児童で、父（母）
と生計を同じくしない。 

■助成制限 

次のいずれかに該当する方は助成を受けられま

せん。 

① 本人または扶養義務者の所得が基準額を超
えている方 

② 生活保護法による医療扶助を受けている方 

③ 児童福祉施設等に措置入所している方 

■助成内容 

保険内診療の自己負担分の一部 

■手 続 き 

次の①～②をお持ちください。 

① 申請者および児童の健康保険証 

② 申請者および児童の戸籍謄本 

※ 父または母に重度の障がいがある場合は、身体
障害者手帳・愛の手帳または診断書が必要です。 

■問い合わせ先 

子ども青少年課 子育て給付係 （区役所本庁舎4階） 

電話 3463-2558  ＦＡＸ 5458-4942 

 

 

 

身体に障がいのある方が、指定自立支援医療機

関において、手術などにより障がいの程度を軽

くしたり、取り除いたり、また障がいの進行を防

いだりする手術等の医療費を助成する制度です。 

■対 象 

区内在住で、次のすべてに該当する方 

① 身体障害者手帳をお持ちの18歳以上の方 

② 東京都心身障害者福祉センターの判定また
は指定自立支援医療機関の主たる担当医師

による要否意見書で必要と認められた方 

■助成制限 

保険上の世帯の区民税所得割額が235,000円

以上の場合は、対象外です。 

※ 腎臓機能、小腸機能、免疫機能障がいおよび心
臓・腎臓・肝臓移植後の抗免疫療法について、

東京都心身障害者福祉センター（２１ページ）の

判定または指定自立支援医療機関の主たる担

当医師による要否意見書で必要と認められた

方は、所得に関係なく助成の対象となります。 

■自己負担 

原則、保険医療費が1割負担に軽減されます。 

保険上の世帯の所得などに応じて、ひと月あた

りの負担に上限額が設定されます。 

■問い合わせ先 

障がい者福祉課 身体福祉係 

電話 3463-1937  FAX ５４５８-４９３５ 

 

 

ひとり親家庭等医療費助成（都の制度） ○親医療証 

自立支援医療（更生医療） 



43

医
療

 

43 

 

 

手術などにより機能回復が見込まれる、身体に

障がいのある18歳未満の方が、指定自立支援

医療機関において、診療、入院、手術、その他の

治療を受けたときの医療費を助成する制度です。 

■対 象 

肢体不自由、視覚障がい、聴覚・平衡機能障がい、

音声・言語・そしゃく機能障がい、心臓機能障が

い、腎臓機能障がい、小腸機能障がい、肝臓機能

障がい、その他の先天性内臓機能障がい、免疫

機能障がいのために手術等を必要とし、確実な

治療効果が期待される18歳未満の方 

■助成制限 

保険上の世帯の区民税所得割額が235,000円

以上の場合は原則として対象外ですが、「重度か

つ継続」の障がい（腎臓機能、小腸機能または免疫

機能障がい、他一部の障がい）の場合は、2024年

3月31日まで経過的特例により対象となります。 

■自己負担 

原則、保険医療費が1割負担に軽減されます。 

保険上の世帯の所得などに応じて、ひと月あた

りの負担に上限額が設定されます。 

※ 入院時の食事療養費・生活療養費（いずれも
標準負担額相当）は、原則自己負担です。 

■問い合わせ先 

地域保健課 地域医療係 （区役所本庁舎7階） 

電話 3463-2433  FAX 5458-4978 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

精神障がいのある方が指定自立支援医療機関

において通院医療を受けたときの医療費を助成

する制度です。 

■対 象 

精神障がいで通院により継続的に治療を行って

いる方（往診、デイケア、訪問看護、てんかんの診

察、薬代も対象となります。） 

■助成制限 

保険上の世帯の区民税所得割額が235,000円

以上の場合は原則として対象外ですが、「重度か

つ継続」の障がいの場合は、2024年3月31日

まで経過的特例により対象となります。 

 

 

 

 

 

■自己負担 

原則、保険医療費が1割負担に軽減されます。 

利用者本人の収入や保険上の世帯の所得など

に応じて、ひと月あたりの負担に上限額が設定

されます。 

■問い合わせ先 

○ 申請窓口 

障がい者福祉課 精神福祉係 

電話 3463-1095  FAX ５４５８-４９３５ 

○ 制度についての問い合わせ先 

都立中部総合精神保健福祉センター 

広報援助課 医療審査係 

電話 3302-7871 （ダイヤルイン） 

FAX 3302-7231 

 

 

 

 

自立支援医療（育成医療） 

自立支援医療（精神通院） 
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心と体の両方に障がいをもつお子さんとそのご

家族のために看護師が訪問し、安定した在宅生

活が送れるようお手伝いします。 

■対 象 

重度の知的障がいおよび重度の肢体不自由が

重複しており、18歳までにその状態となった、

日常生活において特別な介護を必要とする方 

■援助内容 

体を清潔に保つことや食事のお世話など、日常

生活での介護の仕方や、看護技術の指導等を、

ご家族と一緒に行います。また、療育上困ってい

ることの相談や助言なども行います。 

■回 数 

原則週1回 

■費 用 

無 料 

■問い合わせ先 

中央保健相談所  電話 3463-2439 

恵比寿保健相談所  電話 3443-6251 

幡ヶ谷保健相談所  電話 3374-7591 

（各保健相談所の管轄地域は、20ページに掲載

しています。） 

 

 

 

 

 

区内在住で、一般の歯科医院での治療が困難な

方が利用できます。 

■申込方法 

診療は予約制です。下記の受付時間内に電話で

お申し込みください。 

受付時間 月曜日・水曜日・木曜日・金曜日 

9時～16時30分 

■診 療 日 

・ 木曜日（月２回） 13時30分～16時30分 

（再診で、治療を伴わない人のみ） 

・ 土曜日 ９時～17時 

（初診の人、もしくは治療を伴う人） 

※ 日曜日、祝日、年末年始は休診日です。 

■指 導 日 

歯科衛生士による口腔保健指導を行います。 

木曜日(月2回) 13時30分～16時30分 

※ 祝日、年末年始は休診日です。 

■問い合わせ先 

渋谷区歯科医師会 

渋谷区口腔保健支援センタープラザ歯科診療所 

〒150-0011 東3-14-13 

電話 5466-2770  FAX 5466-2771 

 

 

 

 

 

 

 

心身に障がいのある方に対し､歯科治療や予防

処置､相談等を行います。（要電話予約） 

■診療受付時間 

・月曜日～金曜日 9時～12時 

13時～16時30分 

・土曜日  治療、救急処置（9時～12時） 

※ 日曜日、祝日、年末年始は休診日 

■問い合わせ先 

都立心身障害者口腔保健センター 

〒162-0823 

新宿区神楽河岸1-1 セントラルプラザ9階 

電話 3267-6480  FAX 3269-1213 

 

在宅重症心身障害児（者）訪問事業（都の制度） 

障害者等口腔保健医療事業 

都立心身障害者口腔保健センター 
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心身に障がいがあり一般の医療機関では対応が

困難な方に対し､入院､外来での診療を行ってい

ます。（医療型児童発達支援センター、生活介護、

療養介護、医療型障害児入所施設） 

■申込方法 

受診を希望される場合は、事前に電話で日時を

予約してください。 

■問い合わせ先 

都立北療育医療センター 

〒114-0033 北区十条台1-2-3 

電話 3908-3001  FAX 3908-2984 

 

 

 

 

心身に障がいをもった子どもたちのための総合

的な医療療育支援機関です。外来療育部門と、

児童福祉法に基づく施設として整肢療護園（医

療型障害児入所施設）、むらさき愛育園（医療型

障害児入所施設）および障害者総合支援法に基

づく療養介護事業があります。 

 

 

■申込方法 

受診を希望される場合は、事前に外来に電話し

てご相談ください。 

■問い合わせ先 

心身障害児総合医療療育センター 

〒173-0037 板橋区小茂根1-1-10 

電話 3974-2146 （代表） 

 

お産に関連して重度脳性まひとなり、所定の要

件を満たした場合に、お子さんとご家族の経済

的負担を速やかに補償する制度です。 

また、脳性まひ発症の原因分析を行い、同じよう

な事例の再発防止に役立つ情報を提供するなど

により、産科医療の質の向上などを図ります。 

■内 容 

申請をして、補償の対象に認定された場合に、

総額3,000万円の補償金を支払います。 

■申請期間 

満1歳の誕生日から満5歳の誕生日まで 

※ ただし、極めて重症であって、診断が可能な
場合は、生後6か月から補償申請が可能です。 

 

 

 

 

 

 

■対 象 

下表の①～③の基準をすべて満たす方 

① 

２０１５年１月１日から

２０２１年１２月３１日

までに出生したお子

様の場合 

在胎週数が３２週以上で

出生体重が1,400kg 

以上、または在胎週数が 

２８週以上で所定の要件

を満たすこと 

２０２２年１月１日以

降に出生したお子様

の場合 

在胎週数が２８週以上で

あること 

② 
先天性や新生児期の要因によらない脳性まひで

あること 

③ 
身体障害者手帳の障害程度等級が１級または

２級相当の脳性まひであること 

■問い合わせ先 

公益財団法人 日本医療機能評価機構 

産科医療補償制度コールセンター 

電話 0120-330-637 

受付時間 9時～17時 

（土・日曜日、祝日、年末年始を除く） 

ホームページ http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/ 

都立北療育医療センター 

心身障害児総合医療療育センター 

産科医療補償制度 
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サ ー ビ ス 利 用 の 体 験 談 ① 
 

在宅生活に移行するために母子入園制度を利用しました 

 

 
                    

 

 

 

 

 

 

 

入院中に手帳を取得し、児童相談所に心身障害児総合医療療育センター（４５ページ）の母子入園

制度の利用申請をしました。母子入園は子どもが医療・機能訓練・保育指導などを集中的に受けら

れるばかりでなく、母親が福祉制度などを学ぶ講座などもありました。在宅生活に移行するための

福祉制度(区や都の制度)の利用手続きも、ケースワーカーに相談しながら進めることができまし

た。母子入園制度は１～3か月の期間で集中的に指導を受けることができますが、きょうだい児は

別の生活となるため十分に配慮する必要があります。      （重度心身障がい 30代 男性の母） 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

自宅での過ごし方が変わりました 

息子は、自宅での行動障害があり、他の人が自宅に入ってくることに拒否反応が強くて困っていま

した。そこで、障がい者福祉課に相談したところ、居宅介護（４７ページ）の利用をすすめられ、手続

きをしていただきました。利用していくうちに他の人と家で一緒に過ごすことにも慣れ、現在では

生活のひとつになっています。自宅での過ごし方にも幅が出て、長い目で見ると、本人の生活能力

の向上に役立っていくものと思います。                   （知的障がい 20代 男性の母） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族以外の人にも介護や医療的ケアをお願いしています 

私の娘は人工呼吸器を使用しての在宅生活を送っていますが、家族以外に介護や医療的ケアを託

せる先が少ないので困っていました。そこで、以前、娘の訪問学級の担任であった方が緊急介護人

（63 ページ）として登録してくださることになり、障がい者福祉課で手続きをしました。子どもをよ

く知り、子どもの気持ちに沿って介護してもらえるので、私が冠婚葬祭等の用事で出かけるときの

介護の代行や通院時の介助を安心してお願いできています。 （重度心身障がい 30代 女性の母） 

 

主人の入院・手術、義父の葬儀、娘の中学受験などで緊急一時保護(64 ページ)を利用し、本当に

助かりました。小学校 3 年生のときに学校の宿泊行事がありましたが、担任の先生と相談して、緊

急一時保護で外泊を経験させてから、宿泊行事に臨むこともできました。 

（知的障がい 20代 男性の母） 

 

子どもの医療的ケアに対応できる居宅介護事業所がなく、私が用事で外出するときは、看護師派遣

を自費で依頼するか、用事をあきらめなければなりませんでした。そこで、普段利用している訪問

看護事業所に在宅レスパイト制度（４８ページ）を利用したい旨を相談し、区と契約をしていただき

ました。子どもが自宅で必要な医療的ケアを看護師に代行してもらっている間、私は自分のリフレ

ッシュや地域活動のために外出することができています。    （重度心身障がい 30代 男性の母） 


